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１．研究計画の概要 
本学図書館および研究室に所蔵されてい

る日本の企業情報データベース“CDEyes”
や“法人申告所得データブック”などを用い、
企業利益・公示土地価格にて確立した分析を
資本・売上・所得・従業員数などの企業財務
データに適用する。具体的には、各データが
存在する年について以下の分析を行う： 
(1) 同時確率分布を観測し、詳細釣合則ある

いは詳細準釣合則の成立を確認する。 
(2) 成長率分布の形状より、非–Gibrat 則を

解析的に導出する。 
(3) 実データにおいて規模による成長率分布

の違いを測定し、非–Gibrat 則を実証的
に確認する。 

(4) 詳細釣合則あるいは詳細準釣合則と非–
Gibrat 則から各量の確率分布を解析的
に導出し、実データとの整合性により(1)
～(3)の無矛盾性を確認する。 

さらに、以上により得られた『年毎の』『企
業規模に応じた』『企業財務データにより異
なる』各成長率分布を考慮して、主として金
融機関にとっての信用リスクを評価する。 
 
２．研究の進捗状況 
 新たな共同研究者と協力することにより、
研究計画を立てた時点では入手できなかっ
た、より大規模なデータベース（経済産業研
究所所蔵：日本企業の大規模業務データベー
ス、および一橋大学経済研究所所蔵：世界各
国の大規模企業財務データベース）を分析で
きるようになった。それらと、本学所蔵のデ
ータベースを利用することにより、日本企業
に関しては、上記研究計画の(1)～(4)はおおむ
ね完了した。その中で特に重要なのは、以下
の点である。 

(1) 中規模領域で観測される非–Gibrat 則に
は、性質の異なる 2 種類が存在する。 

(2) その違いは、資本・売上・従業員数のよ
うに加算のみで計算される量と、所得・
利益のように加算と減算により計算され
る量の違いに起因する。 

(3) 最初のタイプは、企業規模が大きくなる
に従い成長する確率は減少するが、衰退
する確率は変化しない。 

(4) 一方、二つ目のタイプは、企業規模が大
きくなるに従い、成長する確率が減少す
ると同時に、衰退する確率は増大する。 

(5) これらの性質は、成長率分布の形状の違
いによって解析的に説明可能である。 

(6) また、数値シミュレーションによっても
再現可能である。 

これらの知見は、信用リスクを評価する上
で、考慮すべき非常に重要な観測事実だと考
えられる。 
 また現在、上記の日本企業に対する分析を
世界各国の企業に適用して、日本と同じ現象
が観測されるかを分析している。この研究は、
国際的な信用リスク評価に重要だと考えら
れる。 
 
３．現在までの達成度 
②おおむね順調に進展している。 
（理由） 
 研究計画の(1)～(4)は既に完了した。また研
究計画の段階では想定していなかった、世界
規模の分析も進めており、その面では計画以
上に進展している。一方、それらの分析を基
に、信用リスク評価の研究を進める段階にき
ている。残り 2 年の研究期間で、これまでに
得た科学的な知見を実用的レベルに持って
いくのは、今までとは違った難しさがあると
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予想されるので、②と自己評価する。 
 
４． 今後の研究の推進方策 
(1) 現在進行中である世界各国の企業に対す

る分析を進め、日本と同じ現象が観測さ
れるかを定性的・定量的に確定する。 

(2) 各企業レベルの財務データベースを利用
しているので、各企業の技術（全要素生
産性）をコブ・ダグラス型生産関数から
決定することができる。企業規模の新た
なる変数として、この技術を分析対象と
して、これまでの分析法を適用する。 

(3) これまでに得られた研究成果、および上
記(1), (2)より得られる知見を土台として、
まず金融機関にとっての信用リスク評価
法を検討する。 

 
５. 代表的な研究成果 
（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に
は下線） 
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